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国際公共政策研究210 第12巻第 2 号
　最後に、財産契約を締結する、または財産契約の紛争を解決する際、弁護士の介入が必要である
と考える。契約の当事者のそれぞれに弁護士を付するべきとする法制化への提唱をした。
　夫婦財産契約の将来展望については、これまでみてきたように、近年にみられる夫婦財産契約締
結の急増には、離婚の増加、高齢化、女性の経済的な分野における活躍などの社会的現実が深く関
わっている。そして、これに拍車をかけているのが、個人の自己決定権の強化という家族法におけ
るおおきな流れである。男女の関係が多様化している今日、それぞれのライフスタイルや信条に基
づき自由なとりきめを行い、それを法的に保障された形で実現することができる夫婦財産契約は、
より多くの人々に受け入れられている。
　この傾向は今後、ますます明らかになっていくことであろう。法規制を最小限にとどめる現行法
は、まさに、このような状況に適合したものとみることができる。しかし、一方では、多くの家族
法研究者が懸念しているように、契約は社会的な力関係を反映し、ときとして、女性に不公平な結
果をもたらすことになる。このような事態に対応するために、完全な財産公示を要件にし、当事者
の双方に弁護士を付けることができるようにすることと、弁護士制度の活用をすることなど、より
厳しい法規制が導入されるべきである。
　さらに、民法典制定の計画に合わせ、より利用しやすく、完備な制度にするためには、より幅広
い契約の内容を認めることも必要だと思われる。夫婦財産契約の内容において、特に夫婦間の扶養
関係、相続権の放棄、年金、専門知識や技能または専門資格などの無形資産についての契約等の問
題は、日本においても、まだ十分に検討されていない。日本法の状況を参考にしながら、さらなる
検討を行っていきたいと考えている。
